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本実施方針は、上尾市水道事業（以下「市」という。）が実施する集中監視制御システム

更新及び運転管理事業（以下「本事業」という。）について、本事業の概要及び本事業を実

施する事業者の選定に関する方針を定めるものである。 

実施方針で用いる用語の定義は、次の表に掲げるとおりである。 

 

 

 

 

 

用語  定義 

運転管理ＪＶ ： 運転管理業務を行う複数の構成企業によって結成する共同企業体

をいう。 

運転管理業務委託契

約 

： 基本契約に基づき、運転管理業務の実施に係る事項について、市

と単独企業又は運転管理ＪＶが締結する契約をいう。 

基本契約 ： 本事業の主要な事項について定めるもので、市と事業者が締結す

る契約をいう。 

協力企業 ： 事業者から工事の一部を請け負う、又は業務の一部を受託する企

業をいう。 

構成企業 ： 入札参加者を構成する者をいう。 

事業契約 ： 基本契約、設計・工事請負契約及び運転管理業務委託契約の総称

をいう。 

事業者 ： 市と事業契約を締結し、本事業を実施する者をいう。 

実施方針等 ： 実施方針の公表の際に市が公表する書類一式（実施方針、要求水

準書（案）及び添付資料）をいう。 

設計・工事請負契約 ： 基本契約に基づき、設計・工事業務に係る事項について市と単独

企業又は設計施工ＪＶが締結する契約をいう。 

設計施工ＪＶ ： 設計・工事を行う複数の構成企業によって結成する共同企業体を

いう。 

代表企業 ： 事業者を代表する者をいう。代表企業は、本事業の入札参加資格

の申請、入札手続き等を行う。 

提案書 ： 入札説明書等に基づき作成される書類・図書をいう。 

特定事業 ： ＰＦＩ法の趣旨に準じ、公設公営方式で実施する事業と比較し、

効率的かつ効果的に実施される事業をいう。 

入札参加者 ： 本事業の入札に参加する企業又は企業グループをいう。 

入札説明書等 ： 入札公告の際に市が公表する書類一式（入札説明書、要求水準

書、落札者決定基準、様式集、事業契約書案等）をいう。 

本事業 ： 上尾市水道事業に係る集中監視制御システム更新及び運転管理事

業をいう。 

モニタリング ： 事業者が事業契約に基づき提供するサービスの水準を市が監視

（測定・評価）することをいう。 

落札者 ： 市と事業契約の締結を予定する者として市が決定した者をいう。 

ＤＢＯ方式 ： 市が資金調達し、設計業務（DESIGN）、工事業務（BUILD）運転管

理業務等（OPERATE）を民間事業者に包括的に委託する方式をい

う。 

ＰＦＩ法 ： 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（平成１１年法律第１１７号）をいう。 
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第１章 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業内容に関する事項 

(１) 事業名称 

集中監視制御システム更新及び運転管理事業 

 

(２) 事業の対象となる公共施設等の種類 

上尾市上水道施設等 

 

(３) 公共施設の管理者の名称 

上尾市水道事業管理者権限を行う市長 畠山 稔 

 

(４) 事業の目的 

上尾市水道事業では、集中監視制御システムにより、上下水道部庁舎を含む5施設（上

下水道部庁舎・東部浄水場・北部浄水場・西部浄水場・原市ポンプ場）及び市内に点在す

る取水施設（深井戸30本）の遠方監視及び運転管理を行っている。集中監視制御システム

は、使用開始から13年が経過し老朽化が顕著となっているため、設備更新が喫緊の課題と

なっている。また、上尾市水道事業ビジョンでは、令和８年度以降、さらに、設備更新需

要が増えることが示されており、設備更新事業実施に向けた人材確保も課題となることが

想定されるため、人材確保の観点からも業務の効率化が求められる。 

本事業を従来の仕様発注方式ではなく、民間事業者に一括して実施させることにより、

民間事業者の技術力やノウハウを最大限に活用し、効率的な設備更新及び運転管理を図る

ことを目的としている。 
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(５) 対象施設・業務の概要 

ア 集中監視制御システム更新事業の対象施設 

(ア) 新設対象設備 

a 上下水道部庁舎    集中監視制御装置 

b 東部浄水場    遠方監視制御装置 

c 北部浄水場    遠方監視制御装置 

d 西部浄水場    遠方監視制御装置 

e 原市ポンプ場    遠方監視制御装置 

f 水質モニタ（全 8箇所+予備 1箇所）  遠方監視制御装置 

g 取水施設（25箇所）   遠方監視制御装置 

(イ) 撤去対象設備 

a 上下水道部庁舎    集中監視制御装置 

b 東部浄水場    遠方監視制御装置 

c 北部浄水場    遠方監視制御装置 

d 西部浄水場    遠方監視制御装置 

e 原市ポンプ場    遠方監視制御装置 

f 水質モニタ（全 8箇所+予備 1箇所）  遠方監視制御装置※ 

g 取水施設（23箇所）   遠方監視制御装置 

※水質モニタは親局側のみ撤去対象とする。詳細は要求水準書に示す。 

 

イ 運転管理業務の対象施設 

(ア) 上下水道部庁舎     

(イ) 東部浄水場     

(ウ) 北部浄水場     

(エ) 西部浄水場     

(オ) 原市ポンプ場     

(カ) 水質モニタ（全 8箇所+予備 1箇所）  

(キ) 取水施設（全 30 箇所、内場内 7箇所）  

 対象施設の詳細は、要求水準書のとおりとする。 
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ウ 対象業務 

(ア) 設計業務 

a 集中監視制御装置及び遠方監視制御装置設計業務 

b 撤去対象設備設計業務 

c 設計に伴う各種申請に係る業務 

(イ) 工事業務 

a 集中監視制御装置及び遠方監視制御装置工事業務 

b 撤去対象設備工事業務 

c 試運転調整業務 

d 工事に伴う各種許認可等の申請に係る業務 

(ウ) 運転管理業務 

a 技術管理業務 

b 浄水場運転監視業務 

c 保全管理業務 

d 自家用電気工作物保安管理業務 

e その他技術業務 

f 点検調査業務 

g 池状構造物清掃業務 

h 関連業務 

i 事業終了時の引継ぎ業務 

j 災害・事故対応業務 
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(６) 事業方式 

本事業は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下

「ＰＦＩ法」という。）に準じて、集中監視制御システムの更新と水道施設運転管理を一

括してＤＢＯ方式により実施することを予定している。 

 

(７) 事業者の収入 

設計・工事段階においては、事業者が本事業の設計・工事業務を行い、市がその対価と

して設計・工事費を支払う。 

運転管理段階においては、事業者が本事業の運転管理業務を行い、市がその対価を支払

うサービス購入型とする。 

 

(８) 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日（令和８年３月を予定）の翌日から、令和２６年

３月３１日までの約１８年間（以下「事業期間」という。）とする。 

 

(９) 事業期間終了時の措置 

事業者は、運転管理期間中の業務を適切に行い、事業期間終了時に、集中監視制御シス

テム等が要求水準書に定める水準を満たす状態とする。 

なお、事業期間終了時の水準は、市が示す要求水準に加えて、事業者が提案した事業終

了時の性能水準に基づくものを想定しており、その旨を事業契約に規定する。 
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(１０) 事業スケジュール（予定） 

本事業のスケジュール（予定）は以下のとおりとする。 

なお、詳細な事業スケジュールについては、入札説明書にて示す予定である。 

 

表 1 事業スケジュール（予定） 

項目 日程（予定） 

事業契約の締結 令和８年３月下旬 

設計・工事期間 令和８年４月１日～令和１１年３月３１日（３年間） 

運転管理期間 令和８年４月１日～令和２６年３月３１日（１８年間） 

事業終了 令和２６年３月３１日 

※スケジュールについては、あくまで予定となり、実際と異なる場合があるものとする。 

(１１) 関係法令等の遵守 

本事業の実施に当たっては、必要とされる関係法令、条例、規則及び要綱を遵守するも

のとし、最新のものを適用する。詳細については、要求水準書のとおりとする。 
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２ 特定事業の選定及び公表に関する事項 

(１) 選定基準 

本事業をＤＢＯ方式で実施することにより、公設公営方式と比較して、事業期間を通じ

た市の財政負担の軽減を期待できる場合又は市の財政負担額が同一の水準にある場合にお

いて公共サービスの水準の向上が期待できる場合に本事業を特定事業として選定する。 

 

(２) 選定方法 

市の財政負担見込額の算定に当たっては、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を算

出のうえ、これを現在価値に換算することにより評価を行う。また、公共サービスの水準

については、できる限り定量的な評価を行うが、定量化が困難な場合には、客観性を確保

したうえで定性的な評価を行い、特定事業の選定を行う。 

 

(３) 選定結果の公表 

本事業を特定事業として選定した場合、その結果を評価の内容と併せて速やかに市のホ

ームページに掲載して公表する。  

また、本事業の実施可能性についての客観的な評価の結果等に基づき、特定事業の選定

を行わない場合であっても同様に公表する。 
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第２章 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者の募集及び選定方法 

事業者の募集及び選定は、総合評価一般競争入札方式により行う。 

 

２  事業者の募集及び選定の手順 

(１) 事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

本事業における事業者の募集・選定スケジュール（予定）は、以下のとおりとする。 

 

表 2 事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

内容 日程（予定） 

実施方針等の公表 令和６年１２月 ３日 

現場見学会 令和６年１２月２０日 

実施方針等に関する質問及び意見の受付 
令和６年１２月１６日から 

令和７年 １月２４日まで 

実施方針等に関する質問の回答公表 令和７年２月下旬 

特定事業の選定及び公表 令和７年８月上旬 

入札説明書等の公表 令和７年８月上旬 

入札説明書等に関する質問の受付 令和７年８月中旬 

入札説明書等に関する質問の回答公表 令和７年１０月上旬 

参加表明書及び資格審査申請書類の受付 令和７年１０月下旬 

資格審査結果の通知 令和７年１２月中旬 

提案書の受付※ 令和８年１月上旬 

落札者の決定及び公表 令和８年２月下旬 

事業契約の締結 令和８年３月下旬 

※スケジュールについては、あくまで予定となり、実際と異なる場合があるものとする。 

(２) 応募手続き等 

ア 実施方針等に対する質問及び意見の受付 

実施方針等に関する質問及び意見は、以下のとおり受け付ける。  

(ア) 受付期間  

令和６年１２月１６日(月)８：３０ ～ 令和７年１月２４日(金)１７：１５  

 

(イ) 提出方法  

質問及び意見は、添付の様式1～4に記入のうえ、電子メールにより、上尾市上下水
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道部水道施設課宛（第８章．６実施方針等に関する問い合わせ先を参照）に提出す

る。  

なお、提出者は電話により、着信の確認を行うこと。また、提出するファイル形式

は、様式と同様のXLSXファイルとする。 

(ウ) 実施方針等に対する質問及び意見への回答  

実施方針等に関して提出された意見及び質問に対する回答は、令和７年１月下旬を

目途に、市のホームページにて公表する。  

なお、意見及び質問を行った者の企業名及び個人名は公表しない。また、実施方針

等に直接関連しない意見及び質問に対しては、回答をしない場合がある。  

 

イ 現場見学会  

現場見学会を以下のとおり開催する。現場見学会では、電子媒体にて参考資料の提供

を行う。  

 

(ア) 開催日時及び開催場所  

開催日：令和６年１２月２０日(金)  

開催場所：上尾市上下水道部庁舎 集中監視室 

(イ) 受付期間  

令和６年１２月３日(火)８：３０ ～ １２月１７日(火)１７：１５  

(ウ) 申込方法  

現場見学会の申込は、添付の様式5に記入のうえ、電子メールにより、上尾市上下

水道部水道施設課宛（第８章．６実施方針等に関する問い合わせ先を参照）に提出す

る。  

なお、提出者は電話により、着信の確認を行うこと。また、提出するファイル形式

は、様式と同様のXLSXファイルとする。 
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３ 入札参加者の備えるべき参加資格要件 

(１) 入札参加者の構成等 

本事業の入札参加者は、単体企業又は複数の企業で構成されるグループ（以下「応募グ

ループ」という。）とする。入札参加者の構成等は以下のとおりとする。 

  

ア 単独企業で参加する場合  

(ア) 単独企業で参加する場合、３（２）ア～ウすべての参加資格要件を満たしているこ

と。  

(イ) 入札参加者は、他の入札参加者の構成企業になることはできない。  

(ウ) 協力企業の設置を認めるものとする。 

 

イ 応募グループで参加する場合  

(ア) 工事業務のうち電気工事を担当する企業又は運転管理業務を担当する企業を応募グル

ープの「代表企業」として定め、代表企業が入札参加資格の申請及び入札手続きを行

うこと。  

(イ) 構成企業は、３（２）ア～ウの参加資格要件で当該業務及び工事に関係するものを満

たす限り、１社での複数の業務及び工事（設計業務、工事業務、運転管理業務）に携

わることができる。  

(ウ) 入札参加者は、入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出時に代表企業及び

構成企業の企業名並びに携わる業務及び工事（設計業務、工事業務、運転管理業務）

について明らかにすること。  

(エ) 入札参加者の代表企業の変更は認めない。  

(オ) 入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出後、構成企業の変更は原則として

認めない。ただし、やむを得ない事情があると市が認めた場合に限り、代表企業を除

く構成企業の変更を認めるものとする。  

(カ) 構成企業は、他の入札参加者の構成企業になることはできない。  

(キ) 協力企業の設置を認めるものとする。  
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(２) 入札参加者の参加資格要件 

ア すべての構成企業に必要な参加資格  

(ア) 令和７・８年度上尾市建設工事等競争入札参加資格者名簿もしくは、令和７・８年度

上尾市物品等競争入札参加資格者名簿（以下、「名簿」という。）に登録されているこ

と。  

(イ) 次に該当する者は、入札参加者の構成企業となることはできない。  

a 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者、又

はその者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用する者。  

b 市の指名停止処分を受けている者（参加資格確認申請書の提出日から落札者決定までの

期間）。  

c 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算開始命令がなされている者。  

d 参加資格確認申請書の提出日から落札者決定までの期間において、上尾市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成８年８月９日市長決裁）に基づく指名除外

の措置を受けている者。  

e 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項若しくは第２項の規定に基づ

き更生手続開始の申立てをしている者又は申立てがなされている者。  

f 直近３年分の法人税、消費税、法人事業税又は法人市民税を滞納している者。  

g 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定に基づき再

生手続開始の申立てをしている者又は申立てがなされている者。  

h 市に対する本事業に係る支援業務に関与した者及びこれらのいずれかと資本面又は人事

面において密接な関連のある者。なお、「資本面において密接な関連のある者」とは、

当該企業の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える議決権を有し、又はその出資の総額

の 100 分の 50を超える出資をしている者をいい、「人事面において密接な関連のある

者」とは、当該企業の役員を兼ねている場合をいう。支援業務に関与した者は、以下の

とおりである。 

「株式会社東京設計事務所」  

「森・濱田松本法律事務所」  

i 「上尾市水道事業集中監視制御システム更新及び運転管理事業審査委員会」の委員又は

当該委員の所属団体と資本面又は人事面において関連がある者。なお、本事業の入札に

参加しようとする者やそれと見なせる団体等が委員に対して本事業に関する情報収集等

のために、本実施方針（案）の公表時点から本事業の落札者公表日までの間、電話や訪

問等により接触を試みた場合は、本事業の参加資格を失う。 

  

  



 

11 

 

  

イ 設計・工事業務を行う企業に必要な参加資格  

設計業務及び工事業務を行う設計・工事企業は、以下の要件をすべて満たしている者

とする。ただし、設計施工ＪＶを構成する場合、設計施工ＪＶの構成企業のうち、代表

企業が以下の要件をすべて満たしていること。  

(ア) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定により、「電気工事」につ

き特定建設業の許可を受けたものであること。  

(イ) 名簿に記載されている、工事（電気工事）の登録がある業者で総合評定値が 1,500 点

以上であること。 

(ウ) 平成２６年度以降に、上水道において、集中監視制御システム設備を元請（共同企業

体の構成企業として出資比率が 20％以上のもの）として、更新工事の施工実績を有す

ること。  

(エ) 集中監視制御システム設備における設計、製作、検査及び試験を自ら実施できる体制

を備えていること。 

(オ) 代表企業は、建設業法に従い、監理技術者を専任で配置すること。また、配置される

監理技術者は、入札参加表明のあった日以前に、連続して３か月以上継続して代表企

業と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者とする。  
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ウ 運転管理業務を行う企業に必要な参加要件  

運転管理企業は、以下の要件をすべて満たすこと。ただし、運転管理ＪＶを構成する

場合、運転管理ＪＶのうち、１社が満たしていること。  

なお、運転管理ＪＶの構成企業には、代表企業を含めること。  

(ア) 名簿に記載されている、物品（建築物管理／運転業務）及び物品（建築物管理／点

検・検査業務）の登録があること。  

(イ) 計画給水人口 150,000 人以上の水道事業に係る水道施設の 24 時間連続運転監視及び保

全管理の実績を有すること。  

(ウ) 業務総括責任者として 1級又は 2 級浄水施設管理技士の資格を有し、浄水場における

運転管理の実務経験を３年以上有し、本業務と同一業務に関し責任者又は副責任者の

実務経験を有する者を配置すること。 

(エ) 電気主任技術者として第一種、第二種又は第三種電気主任技術者の資格を有する者を

配置すること。  

(３) 参加資格の喪失 

参加資格確認後、基本契約締結までの期間に、入札参加者の代表企業が上記参加資格要

件を欠く事態が生じた場合には、原則、当該入札参加者は失格とする。  

 

(４) 市内業者に対する契約に関する配慮事項 

本事業に係る業務及び工事の一部を協力企業に発注する場合は、優先的に市内業者の活

用に努めること。さらに、工事及び業務に使用する資材等についても優先的に市内におい

て製造産出される資材又は市内業者が販売するものの使用に努めること。  

 

４ 審査及び選定に関する事項 

(１) 審査を行う機関 

提案書の審査は、上尾市上下水道部が設置する「上尾市水道事業技術検討会」において

行う。また、審査結果は、「上尾市水道事業集中監視制御システム更新及び運転管理事業

事業者選定委員会」へ報告し、学識経験者等の意見を聴取する。なお、各委員に対し、本

事業に関する質問等を行うことを控えること。 
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表 3 審査機関名称及び役割 

名称 役割 主な内容 

上尾市水道事業技術検討会 審査 実施方針等、特定事業の選定等 

入札説明書等、審査評価等 

上尾市水道事業集中監視制

御システム更新及び運転管

理事業事業者選定委員会 

意見の聴取 入札説明書、落札者決定基準等 

審査結果等 

 

(２) 審査の手順及び方法 

ア 参加資格審査  

市は、参加表明時に提出する参加資格審査申請書類について、入札参加資格要件を確

認し、参加資格審査結果を入札参加者に通知する。  

 

イ 入札書類審査（提案審査）  

技術検討会は、あらかじめ設定した「落札者決定基準」にしたがって、定量化審査

（性能評価）を行い、その審査内容と本事業の実施に係る対価（入札価格）を総合的に

評価し、落札者候補を選定する。  

 

(３) 落札者の決定と公表 

市は、技術検討会、事業者選定委員会の審査、意結聴取果を踏まえ、落札者を決定し公

表する。  

 

(４) 事業者を選定しない場合 

事業者の募集、評価及び事業者の選定において、最終的に入札参加者がいない、いずれ

の入札参加者の事業提案によっても公的財政負担の縮減の達成が見込めない、あるいは適

切な事業遂行が見込めない等の理由により、落札者を選定せず、特定事業の選定を取り消

す場合がある。  

特定事業の選定を取り消した場合は、その旨を速やかに市のホームページにて公表す

る。 
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第３章 事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保

に関する事項 

１ 事業契約に関する基本的な考え方 

市は、落札者と協議を行い、本事業に係る基本的事項を定めた「基本契約」を締結する。 

市は、基本契約に基づき、単独企業又は設計施工ＪＶと本事業に係る「設計・工事請負契

約」を締結する。 

また、市は、基本契約に基づき、単独企業又は運転管理ＪＶと「運転管理業務委託契約」

を締結する。 

事業スキームについては、別紙1のとおりとする。 

  

２ 予想されるリスク分担と業務分担 

予想されるリスク分担及び市と事業者の業務分担は別紙2及び別紙3のとおりとする。業務

分担の程度や具体的な内容は、最終的に事業契約で定める。 

 

３ 求められる業務水準 

本事業の実施に際して求められる業務水準は、要求水準書及び提案書によって定める。 
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４ 履行保証等に関する事項 

事業契約の締結にあたっては、契約の履行を確保するため、以下の方法などにより事業契

約の保証を行うことを想定している。詳細は入札説明書及び事業契約書（案）で示す。  

・契約保証金の納付  

・契約保証金の納付に代わる措置  

・履行保証保険等による保証措置  

 

５ 市による事業の実施状況のモニタリング 

市は、事業者が実施する設計業務・工事業務及び運転管理業務について、定期的にモニタ

リングを行う。モニタリングの方法、内容等については、事業者が提案するセルフモニタリ

ングの内容等を踏まえ、事業契約に定める。  

事業者が実施する設計業務及び工事業務について、要求水準を充足していない場合には、

市は、改善を求めることができる。事業者が実施する運転管理業務について、要求水準を充

足していない場合には市はサービスに対する支払の減額等を行うとともに、事業者に対して

改善勧告を行い、改善策の提出・実施を求めることができる。 
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第４章 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

施設の概要及び規模、対象施設、既設設備の概要、監視対象施設の概要については、要求

水準書のとおりとする。 

第５章 事業契約等の解釈について疑義が生じた場合における措置

に関する事項 

 

１ 係争事由に係る基本的な考え方 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は、誠意をもって協議の上、その

解決を図るものとする。 

 

２ 管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、さいたま地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所

とする。 
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第６章 本事業の継続が困難となった場合における措置に関する事

項 

 

１ 事業者の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

(１) 事業者の提供するサービスについて債務不履行又はその懸念が生じた場合、市

は、事業者に対して、改善勧告を行い、一定期間内に改善策の提出・実施を求

めることができる。事業者が当該期間内に改善をすることができなかったとき

は、市は、事業契約を解除することができる。 

 

(２) 事業者が倒産又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、事業契約に基

づく本事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は事業契約を解

除することができる。 

 

(３) （１）又は（２）の規定により市が事業契約を解除した場合、事業者は、市に

生じた損害を賠償しなければならない。 

 

２ 市の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

(１) 市の債務不履行により事業の継続が困難となった場合、事業者は事業契約を解

除することができるものとする。 

 

(２) （１）の規定により事業者が事業契約を解除した場合、市は、事業者に生じた

損害を賠償するものとする。 

 

３ その他 

その他、事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、事業契約に定めるとおりとす

る。 
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第７章 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に

関する事項 

 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

本事業に関する事業者への法制上及び税制上の優遇措置等は、想定していない。 

 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

本事業に関する事業者への財政上及び金融上の優遇措置等は、想定していない。 

 

３ その他の支援等に関する事項 

市は、事業者が事業実施に必要な許認可等を取得する場合、合理的に可能な範囲で協力を

行うものとする。 

第８章 その他の特定事業の実施に関し必要な事項 

１ 議会の議決（債務負担行為） 

市は、債務負担行為の設定にあたっては、予め議会の議決を経るものとする。 

 

２ 入札参加に伴う費用負担 

入札参加に伴う費用は、全て入札参加者の負担とする。 

 

３ 提出書類の取扱い 

(１) 著作権 

提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、本事業の公表及び市が必要と認め

たときは、市は提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

なお、契約に至らなかった提案については、落札者決定結果の公表以外に使用しない。

また、提出を受けた書類は返却しない。 

 

(２) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等、日本国の法令に基づいて

保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方

法等を使用したことにより生じる責任は、入札参加者が負う。 
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４ 情報の提供 

本事業に係る情報の提供は、市のホームページを通じて行うものとする。 

 

５ 本事業において使用する言語等 

入札参加及び本事業に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）

に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

 

６ 実施方針等に関する問い合わせ 

本実施方針に関する問い合わせ先は、以下のとおりとする。 

上尾市上下水道部水道施設課 

担当者：宮田、新井 

住所：〒３６２-００１３ 埼玉県上尾市大字上尾村１１５７番地 

ＴＥＬ：０４８－７７５－５１５７ 

ＦＡＸ：０４８－７７２－９０５０ 

Ｅ－ＭＡＩＬ：s603000@city.ageo.lg.jp 

  

mailto:s603000@city.ageo.lg.jp
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別紙1. 事業スキーム 

   

  

 

＜構成企業： 

単独企業又は JV※＞ 

上尾市上下水道部 

事 業 者 

 

設計・工事請負契約 運転管理業務委託契約 

事業契約 

設計・工事期間 

＜単独企業 

又は設計施工 JV＞ 

 

運転管理期間 

＜単独企業 

又は運転管理 JV＞ 

 

【代表企業】 

電気工事企業 

 

【代表企業】 

電気工事企業 

又は運転管理企業  

【代表企業】 

電気工事企業 
又は運転管理企業 

  

運転管理企業 

※JV を設置する場合の構成企業例 

【代表企業】 

電気工事企業 

  

【代表企業】 

電気工事企業 

  

【代表企業】 

電気工事企業 

  

運転管理企業 

設計・工事期間 運転管理期間 

基本契約 
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別紙2. 業務分担 

○：主分担 

  

市 事業者

〇

〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

〇

〇

〇

引継ぎ 〇

〇

竣工検査竣工検査

〇

上記以外の工事

他工事及び業務との協議、調整

工事

集中監視制御システム更新工事に伴う施工管理

集中監視制御システム更新に係る工事

集中監視制御システム更新に伴う移設、撤去対象設備の工事及び仮設
工事

集中監視制御システム更新工事に伴う各種申請等

集中監視制御システム更新工事に伴う調整

上記以外の整備・修繕計画の策定
整備・修繕計画策定

集中監視制御システム更新に係る整備・修繕計画の策定

設計
施工
監理

調査
設計
施工
監理

業務内容

運転監視操作業務

水運用に係る報告、調整、操作

水運用に係る判断、指示

運転管理業務

維持管理業務

集中監視制御システム更新に伴う図面関係の整備、保管

上記以外の図面関係の整備、保管

図面関係の整備、
保管

集中監視制御システム更新工事に伴う移設、撤去対象設備の工事及び
仮設工事に係る施工管理

上記以外の施工管理

施工管理

関係機関協議

集中監視制御システム更新に伴う移設、撤去対象設備の設計

集中監視制御システム設備設計に伴う各種申請等

上記以外の設計

設計

集中監視制御システム更新に係る設計

集中監視制御システム更新に係る関係機関協議

上記以外の関係機関協議

業務計画書等の作成

日常点検の実施
日報、月報、年報等の作成

日常点検

定期点検
定期点検の実施
報告書等の作成

その他

運転管理業務

水運用

水質管理

緊急時対応 緊急時初期対応

水質管理に係る判断、指示

水質管理に係る報告、調整、操作

備品、物品等の管理

水質管理に係る水質測定、採水及び水質監視装置における水質確認

〇

〇

〇精密点検、試験等
法令点検、精密点検、計装試験等の実施
報告書等の作成

簡易補修の実施簡易補修業務

設備機器点検調査

構造物点検調査

場外施設の点検調査

点検調査業務

保全管理業務

各施設における設備及び機器の動作確認を含む点検、調査、清掃

構造物の点検、調査、清掃

取水施設等の点検、調査、清掃

薬品の受入れ立会

燃料の受入れ立会
ユーティリティ管理

緊急時初期対応（修繕）

上記以外の修繕
緊急修繕

保安管理 自家用電気工作物の保安管理

業務に係る安全管理、衛生管理

上記以外の安全管理、衛生管理
安全衛生管理業務

安全衛生管理
業務

危機管理マニュアル、初期対応マニュアル作成

緊急時初動体制の構築

池状構造物の清掃、内部点検、内部調査池状構造物清掃業務

施設清掃業務 施設の清掃

浄化槽設備の清掃浄化槽設備清掃業務

清掃業務

緊急時対応及び市との調整

災害事故対応業務
災害事故対応
業務

事業終了後の引継ぎ引継ぎ業務

市への報告、対応

検討、調整、判断、指示

対応、待機、復旧作業

危機管理業務危機管理業務
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別紙3. リスク分担 

 

○：主分担 △：従分担 

リスク項目 内容 市 事業者 備考 

共 

通 

入札説明書 記載内容の変更に関するもの、入札説明書等の誤

りに関するもの 
○  

 

契約締結 市の責めに帰すべき事由による契約締結の遅延・

中止 
○  

 

事業者の責めに帰すべき事由による契約締結の遅

延・中止 
 〇 

 

許認可取得 事業者が取得すべき許認可の遅延に関するもの 

 
 ○ 

 

市が取得すべき許認可の遅延に関するもの 

 
○  

 

政治 政策方針の変更、管理者の交代、議会未決・未承

認などによる契約の中断・変更に関するもの 
○  

 

事業の対象範囲の変更に関するもの 

 
○  

 

制度・法令変更 本事業に直接関わる関係法令・許認可の新設、変

更等 
○  

 

一般に適用される関係法令・許認可の変更等 

 
 ○ 

 

税制変更（消費税

除く。） 

税制度の変更(例：法人税率等の変更)、新税の設

立（事業者の利益に関するものに限る。）  〇 

 

上記以外の税制度の変更、新税の設立 〇   

消費税変更 消費税の変更に関するもの 

 
○  

 

第三者賠償 業務に起因して発生する事故等に対する賠償 

 
 ○ 

 

上記以外の市の帰責事由により発生する事故等に

対する賠償 
○  

 

住民対応 本事業自体に関する住民反対運動等 ○   

上記以外の本事業に起因する住民反対運動等  ○  

環境問題 事業者が行う業務に起因する環境の悪化  〇  
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リスク項目 内容 市 事業者 備考 

上記以外に起因する環境の悪化 〇   

安全確保 調査、工事等における安全性の確保 

 
 ○ 

 

物価変動 インフレ／デフレ（物価変動） 

○ ○ 

一定範囲までは事

業者、それ以上は

市負担 

債務不履行・中

止・延期 

市の債務不履行、市の帰責事由（土地の瑕疵、埋

設物の発見等）による事業の中止・延期 
○  

 

事業者の債務不履行、事業者の帰責事由（事業破

綻、事業放棄、要求水準未達等）による事業の中

止・延期 

 ○ 

 

不可抗力 戦争、暴動、風水害、地震他、市及び事業者の双

方の責めに帰すことのできない事由等 
○ △ 

事業者は市の復旧

作業に協力。一定

範囲までは事業者

の負担。 

計
画
設
計
段
階 

測量・調査 事業者が実施した地形・地質等現地調査の不備に

伴う計画・仕様変更 
 ○ 

 

市が実施した地形・地質等現地調査に関する情報

提供に伴う計画・仕様変更 
○  

 

計画変更・遅延 事業者の帰責事由による計画変更、遅延 

 

 

 ○ 

 

市の帰責事由による計画変更、遅延 

 
○  

 

設計 市が提示した資料、仕様変更等指示に伴う工事費

等の増加、遅延 
○  

 

事業者の帰責事由による設計変更、不適合に伴う

工事費等の増加、遅延 
 ○ 

 

工
事
段
階 

用地 入札説明書などから予見できない事業用地の土壌

汚染・埋蔵物等 
○  

 

工事遅延 資材調達、工程管理等の事業者の帰責事由による

工事遅延  ○ 
 

市の指示等の官の帰責事由による工事遅延 

 

 

○  

 

工事費増大 事業者の帰責事由による工事費等の増大  ○  

市の提示条件に関する瑕疵及び指示による工事工

程、工事方法の変更による工事費増大 
○  
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リスク項目 内容 市 事業者 備考 

工事中の事故 事業者側の帰責事由により調査、工事に係る事故

が発生した場合  ○ 
 

施設性能 要求性能不適合（施工不良を含む） 

 
 ○  

安全性確保 工事現場における事故等の発生 

 
 ○ 

 

計画変更 市の帰責事由による事業内容・用途の変更に関す

るもの 
○  

 

上記以外のもの 

 
 ○ 

 

廃棄物処分 工事で発生した廃棄物の適切な処分 

 
 ○ 

 

運
転
維
持
管
理
段
階 

要求水準未達 市の指示（判断）に基づくもの 

 
○ 

  

原水水質の急変（施設の処理能力を超えた場合） 

 
○  

 

管路切替等により管内流速の急変、管内夾雑物の

流出等による赤水の発生によるもの 
○ 

  

その他管路に起因する水質異常 

 
○ 

  

更新対象外の施設老朽化に起因した要求水準未達 

 
○ 

  

上記以外の事由によるもの 

 

 
○ 

 

原水水質事故によ

る水質悪化・事業

停止 

報告・初期対応の遅延によるもの 

 

 
○ 

 

その他市の指示（判断）に基づくもの 

 
○ 

  

施設損傷 事業者の責めに帰すべき事由による事業の一時中
止や費用の増加 

 
○ 

 

第三者に起因する施設の損傷による事業の一時中
止や費用の増加 

○ 
  

導水・送水・配水管の破損による交通事故及び物
損事故、人身事故の補償 

○ 
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リスク項目 内容 市 事業者 備考 

通信システムの障害復旧、安全対策（市が使用す
る OA 機器等） 

○ 
  

通信システムの障害復旧、安全対策（事業者が使
用する OA 機器等） 

 
○ 

 

維持管理・運転費

増大 

過去の実績から合理的に予測できる原水の水量・
水質の範囲を超える変動に起因するもの 

○ 
  

突発的な配水トラブル（他工事、配水・給水管破
裂による断水、水量増大）への対応に伴う経費の
増加 

○ 
 初期対応を除く 

上記以外の事由による運転維持管理費の増大（物
価の変動によるものは除く） 

 
○ 

 

事
業
終
了
時 

事業終了時の手続

き 

終了手続きに伴う諸費用の発生に関するもの、精
算手続きに伴う評価損益等 

 ○ 
 

事業終了時の施設

状態 
本事業終了時の施設状態の要求水準の未達  ○ 

 

業務引継ぎ 

 

本事業終了時の運転維持管理業務の引継ぎ不備 
 ○ 
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別紙4. 上尾市上下水道部及び主要水道施設位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜凡例＞ 

行政区域 

主要水道施設 


